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【用語の定義】 

 

要求水準書で用いる用語を以下のとおり定義する。また、今後本事業に関連する書類に

ついても同様とする。 

 

市  ： 名護市をいう。 

 

本 事 業 ： 名護市新設斎場整備事業【設計】、【建設工事】、【火葬炉設備 

工事】それぞれに関連する書類上において、対象とする事業をいう。 

 

本 施 設 ： 本事業において設計・建設される名護市斎場及び関連する付属棟 

等をいう。 

 

火 葬 炉 設 備 ： 本施設のうち、火葬に必要な全ての設備（機械設備、電気設備及び計装

設備を含む）を総称していう。 

 

建 築 物 等 ： 本施設のうち火葬炉を除く建築物及び建築附帯電気設備、建築附帯機

械設備、外構等を総称していう。 

 

建 設 地 ： 本事業を実施する区域をいう。 

 

事 業 者 ： 本事業に関わる全ての企業をいう。 

 

設 計 事 業 者 ： 市と設計請負契約を締結し、建築関係の事業を実施する企業をいう。 

 

建 設 事 業 者 ： 市と建設工事請負契約を締結し、建築関係の事業を実施する企業をい

う。 

 

火葬炉設備事業者 ： 市と火葬炉設備設計・工事請負契約を締結し、火葬炉設備の事業を 

実施する企業をいう。 
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第１　総則 
１　本要求水準書の位置付け 

本要求水準書は、名護市（以下「市」という。）が実施する名護市新設斎場整備事業

【火葬炉設備工事】において、応募者が行う業務について、要求する性能の水準を示す

ものである。 

 

２　要求水準書の変更 
市は、本事業期間中に、法令等の変更、災害の発生、その他特別の理由による業務内

容の変更の必要性により、要求水準書の見直し及び変更を行うことができる。 

要求水準書の変更に伴い、火葬炉設備事業者が行う工事内容に変更が生じるときは、

火葬炉設備工事請負契約書（案）の規定に基づき、所定の手続きを行うものとする。 
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第２　事業実施に当たっての基本的事項 
１　事業の内容 
⑴　契約の形態 

市は、火葬炉設備の設計を委託するために、優先交渉権者を選定し、火葬炉設備設

計事業者として随意契約に係る協議を行い、協議が整い次第速やかに随意契約に係

る手続きを開始する。なお、協議後には、決定された者は、あらためて見積書を提出

するものとする。 

また、本要求水準書に示す内容の内、火葬炉設備工事に係る内容については、設計

完了後に別途随意契約を予定している工事内容を想定した内容となる。 

なお、本書に記載している、調査・試験・試運転等については、受注者の負担にお

いて実施する。 

 

⑵　整備期間 
火葬炉設備設計　　　　：　令和８年 11 月～令和 10 年３月 

※建築設計も同期間を予定 

都市計画決定の変更　　：　令和９年１月～令和９年 10 月（予定） 

建築基準法関連手続き　：　令和８年 12 月～令和９年 11月（予定） 

　　　　　　　　　　　　　※建築基準法第 6条にかかる建築確認申請（別途） 

整備工事（造成）　　　：　令和 10 年８月～令和 11 年３月（予定） 

整備工事（建築）　　　：　令和 11 年６月～令和 12 年 12 月（予定） 

整備工事（火葬炉）　　：　令和 11 年６月～令和 12 年 12 月（予定） 

供用開始　　　　　　　：　令和 13 年１月～（予定） 

性能確認期間　　　　　：　令和 13 年１月～令和 13 年３月 

（予定：性能試験完了まで） 

供用開始（令和 13 年１月予定）後に運転支援及び性能試験を行うものとし、性能

試験の結果が市の要求水準に達しない場合は、直ちに是正を行うものとする。 

 

⑶　業務内容 
火葬炉設備事業者が行う業務範囲は、次のとおりとする。ただし、各種取り合いや

調整については、建築設計事業者及び建設事業者と十分協議を行い不足のないよう

事業を進めること。 

 

ア　火葬炉設備の設計（火葬炉設備工事） 

・　整備事業に係る調査＊ 

・　火葬炉設備設計 

・　運営・支援システムの設計 

・　施設に係る環境保全等対策（火葬炉設備に関するものに限る：施工時） 

・　整備事業に係る各種許認可等申請（火葬炉設備に関するものに限る：施工時） 

・　稼働準備（火葬炉設備に関するものに限る：施工時） 

・　その他本事業の火葬炉設備の設計上必要な業務 

＊火葬炉設備事業者は、必要に応じて事前調査を行うこと。 

 

イ　火葬炉設備の性能試験（施工時） 

・　供用開始後の火葬炉設備の排出ガス成分等の計測・検査・分析業務 
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２　建設地等に関する事項 
⑴　建設地 

名護市大西四丁目 23 周辺 

 

⑵　位置図等 
※「資料１　位置図」を参照のこと。 

 

３　法令、要綱・基準類等 
⑴　遵守すべき法令等 

本事業の実施にあたり、遵守すべき法令（施行令及び施行規則等を含む。）及び条

例等は次に示すとおりであり、いずれも業務実施時点の最新のものを適用すること。

このほか本事業に関連する法令等を遵守すること。 

・　墓地、埋葬等に関する法律（昭和 23 年法律第 48号） 

・　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号） 

・　建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号） 

・　建設業法（昭和 24 年法律第 100 号） 

・　消防法（昭和 23 年法律第 186 号） 

・　都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号） 

・　ガス事業法（昭和 29 年法律第 51号） 

・　電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号） 

・　電気設備に関する技術基準を定める省令（平成９年省令第 52 号） 

・　環境基本法（平成５年法律第 91 号） 

・　水質汚濁防止法（昭和 45 年法律第 138 号） 

・　大気汚染防止法（昭和 43 年法律第 97号） 

・　土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53号） 

・　悪臭防止法（昭和 46 年法律第 91号） 

・　騒音規制法（昭和 43 年法律第 98号） 

・　振動規制法（昭和 51 年法律第 64号） 

・　ダイオキシン類対策特別措置法（平成 11 年法律第 105 号） 

・　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年法律第 104 号） 

・　エネルギーの使用の合理化等に関する法律 

（昭和 54 年法律第 49号）（最終改正平成 30年６月 13 日法律第 45 号） 

・　建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成 27 年法律第 53号） 

・　建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45 年法律第 20 号） 

・　墓地、埋葬等に関する法律施行規則（昭和 23 年厚生省令第 24 号） 

・　危険物の規制に関する政令（昭和 34 年政令第 306 号） 

・　火葬場から排出されるダイオキシン類削減対策指針 

（平成 12 年３月火葬場から排出されるダイオキシン削減対策検討会答申） 

・　名護市環境基本条例（平成 25 年９月 24 日条例第 22 号） 

・　沖縄県生活環境保全条例（平成 20 年沖縄県条例第 43 号） 

・　環境負荷低減のための行動指針（平成 21 年 10 月１日施行） 

・　沖縄県環境影響評価条例 

（平成 12 年 12 月 27 日沖縄県条例第 77 号）（改正平成 30 年 10 月１日） 

・　沖縄県環境影響評価条例施行規則（平成 13 年８月３日沖縄県条例第 87号） 

・　沖縄県環境影響評価技術指針（平成 13 年 10 月２日告示第 678 号） 
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・　建築基準法施行条例、同施行細則 

（昭和 47 年５月 27 日条例第 83 号）（改正令和３年２月） 

・　名護市火災予防条例（平成３年４月１日条例第 14 号） 

・　名護市墓地等の経営の許可等に関する規則（平成 25 年２月 13 日規則第１号） 

・　騒音規制法に基づく騒音の規制地域、規制基準等 

（平成 24 年３月 31日告示第 28 号） 

・　振動規制法に基づく振動の規制地域、規制基準等 

（平成 24 年３月 31 日告示第 27 号） 

・　労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号） 

・　その他、本事業の業務に関する関係法令等振動規制法に基づく振動の規制地域、

規制基準等を定める告示 

 

⑵　適用すべき要綱・基準等 
本事業の実施にあたり、本要求水準書に明記しているもの以外については、以下

にあげる国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の図書等を基準とする。なお、基準等

は、いずれも入札時点での最新版を適用すること。 

・　建築設計基準及び同資料 

・　建築構造設計基準及び同資料 

・　建築設備設計基準 

・　建築設備計画基準 

・　公共建築工事標準仕様書（建築工事編） 

・　公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） 

・　公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 

・　土木工事共通仕様書 

・　建築工事標準詳細図 

・　公共建築設備工事標準図（電気設備工事編） 

・　公共建築設備工事標準図（機械設備工事編） 

・　官庁施設の総合耐震・対津波計画基準及び同解説 

・　官庁施設の基本的性能基準 

・　官庁施設の環境保全基準 

・　機械・電気設備工事一般仕様書 

・　建築工事設計図書作成基準及び同資料 

・　営繕工事写真撮影要領 

・　「建築物等の利用に関する説明書」作成の手引き 

・　建築設計業務等電子納品要領 

・　営繕工事電子納品要領 

・　官庁営繕事業に係る電子納品運用ガイドライン（営繕業務編・営繕工事編） 

・　建築工事監理指針 

・　電気設備工事監理指針 

・　機械設備工事監理指針 

・　沖縄県建築設計業務委託共通仕様書 

・　沖縄県建築工事監理業務委託共通仕様書 

・　その他、本事業の業務に関する設計基準、仕様書等 
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⑶　積算基準 
・　公共建築工事積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修最新版） 

・　公共建築数量積算基準 

・　公共建築設備数量積算基準 

・　建築設備設計計算書作成の手引 

・　公共建築工事内訳書標準書式 

・　その他、本事業の業務に関する積算基準等 

 

⑷　その他 
上記⑴から⑶までに関する全ての関連施行令・規則・基準等についても含むもの

とし、また本事業を行うにあたり必要とされるその他の関係法令及び市条例につい

ても遵守のこと。 
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第３　事業実施に関する要求水準 
本事業実施に関する要求水準を次に示す。 

１　施設整備方針 
施設整備の基本コンセプト 

将来像『故人との別れの時間を安心して迎えられる葬送空間を備えた斎場』 

 

方針１　故人を偲ぶ斎場利用者が過ごしやすい、人にやさしい施設づくり 

・　葬送行為の個別化を図り、他の葬家と接触せず儀式を行える動線への配慮 

・　案内性が高く、バリアフリーやユニバーサルデザインに十分配慮した施設整備 

・　告別及び火葬時間におけるプライバシーへの配慮 

 

方針２　既存斎場利用状況を基に将来火葬需要や多様な葬儀形式に対応できる施設

づくり 

・　既存斎場の使用状況を踏まえ、利用者ニーズに対応できる葬送行為を行える施

設整備 

・　家族葬や直葬等多様な葬送形式への対応ができる施設整備 

・　適正な諸室配置により円滑な葬送行為が行える施設整備 

 

方針３　火葬効率が高く周辺環境への配慮ができる火葬炉設備を備えた施設づくり 

・　既存斎場の使用状況を踏まえた火葬効率の向上を図る火葬設備の検討 

・　周辺地域への環境負荷軽減を目指す整備 

 

方針４　長期的に安定した管理運営が行える施設づくり 

・　効率的かつ合理的な施設整備及び運営手法の検討 

・　柔軟性のある空間づくりに対する創意工夫の検討 

・　建築コストや維持管理コスト等の経済性を見据えた施設整備の検討 

 

方針５　災害時にも利用者が安心して利用できる施設づくり 

・　災害への十分な対策（急激な火葬数増加への対策、災害・停電発生時の対策） 

・　周辺住民の合意形成が得られる施設のあり方の検討 
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２　火葬炉設備に係る設計業務 
⑴　基本要件 
ア　火葬炉設置概要 

（ア）　設置炉数 

・　人体炉：３炉＋予備炉１炉（将来設置に備えてスペースを確保） 

※１　２炉１排気系統×２とする。 

※２　予備炉１炉は、将来２炉１排気系統（計２系統）が可能となる補

機類構成・性能とする） 

※３　２炉１排気系統の１炉をメンテナンス等している期間は、排気

を単独の１炉とバイパスすることで常に２炉が稼働な状態とする。 

 

（イ）　設計上の留意すべき事項 

・　環境に十分配慮した設備とすること。 

・　高い安全性と信頼性及び十分な耐久性を有し、かつ、維持管理が容易な

設備とすること。 

・　省力化及び省エネルギー化の対策を講じた設備とすること。 

・　火傷防止等安全対策を講じた設備とすること。 

・　作業環境に十分配慮した設備とすること。 

・　火葬開始後は、災害等発生時においても当該火葬を終了できる設備と

すること。 

・　火葬に係る作業全般において、可能な限り自動化を図り、コストの削減

を図ること。 

・　火葬炉設備工事に関し、関係法令等に定めるもののほか、本要求水準書

に記載する項目を満足する設備を設置すること。なお、詳細にわたり明記

しないものであっても、この施設の目的達成上必要な機械、機構、装置類、

材質等については、責任をもって完備すること。 

・　建設地は第一種低層住居専用地域であり 10ｍ高度地区であるため、高

さに留意した火葬炉設備とすること。 

 

イ　火葬炉設備主要項目 

（ア）　火葬重量 

・　火葬炉「人体炉」の火葬重量は次のとおりとする。 

 

（イ）　最大柩寸法 

・　火葬炉「人体炉」の最大柩寸法は次のとおりとする。 

 

 区分 遺体重量等 柩重量 副葬品

 人体炉 ～100kg 20kg 10kg

 区分 長さ 幅 高さ

 人体炉 2,100mm程度 650mm程度 600mm程度
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（ウ）　火葬炉設備主要項目 

ａ　火葬時間 

・　主燃バーナ着火から消火までの時間は、通常 60 分とすること（ただ

し遺体重量 75kg 以上はその限りでない）。 

・　冷却を開始してから収骨可能な温度となるまでの時間（炉内冷却時

間＋前室冷却時間）は平均 15 分とすること。 

 

ｂ　火葬回数 

・　火葬回数は最大２回／炉・日（通常時）が可能な計画を行うこと。 

※　災害時（３日間を想定）には最大４回／炉・日が可能な計画を行

うこと。 

 

ｃ　使用燃料 

・　灯油とする。 

 

（エ）　主要設備方式 

ａ　炉床方式 

・　台車式 

ｂ　排ガス冷却方式 

・　ダイオキシン類等の再合成を防ぎ、均一、急速に降温できる方式とす

る。 

ｃ　排気方式 

・　強制排気方式とし、２炉に対し１排気系統とする。 

・　非常時以外は、異なる排気系列との接続は行わない計画とする。 

 

（オ）　燃焼監視・制御 

・　各火葬炉の燃焼・冷却・排ガス状況等、運転に係る各機器の制御、運転

状況等の監視及び記録等については、コンピューター等で一括して行う

設備とすること。また、記録したデータは必要に応じて出力が可能である

こと。 

 

（カ）　安全対策 

・　日常の運転について危険防止及び操作ミス防止のため、各種インター

ロック装置を設け、非常時の場合、各装置がすべて安全側へ作動するよう

エマージェンシー回路を設けること。 

・　職員の安全、事故防止には十分配慮すること。 

・　職員の火傷防止のため、機器類、配管類の表面温度が、50℃以下になる

よう保温（断熱）工事を行うこと。 

・　自動化した部位については、すべて手動操作が可能なように設計する

こと。 

 

（キ）　異常・非常時の運転 

・　炉内温度、炉内圧力、排ガス温度等に異常が生じた場合には、迅速かつ

適切に対応し、火葬を継続できる運転システムとすること。 
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・　停電時には、非常用の発電設備から電力供給を受けるシステムとする

こと。 

・　停電時においても環境基準等を満足する運転が可能なシステムとする

こと。 

・　火葬炉設備の燃料系の故障時には、可搬式バーナー等で火葬が継続で

きるよう工夫すること。 

・　地震時には、感震装置の信号（震度５以上を想定）により、全ての火葬

炉設備が安全に停止するシステムとし、監視盤に警報を表示すること。 

・　地震時におけるシステム停止の復旧に際しては、手動による復旧とし、

停止時点から火葬を継続可能な運用とする。 

 

（ク）　その他条件 

・　保守点検及び維持管理が容易な構造、配置とし、作業及びメンテナンス

スペースを確保すること。なお、将来増設する火葬炉スペースについては

建築設計にて計画する。 

・　機器配置は、オーバーホール時を考慮して設計すること。 

・　可能な限り、他メーカーでの更新対応な機器配置とすること。 

 

ウ　試運転 

・　施設の建設工事期間内に、すべての火葬炉について試運転を行うこと。 

・　市と協議のうえ、試運転の方法、時期等を記載した試運転要領を作成するこ

と。 

・　火葬炉設備事業者は、試運転要領に基づき試運転を実施し、その結果を報告書

として市に提出すること。 

 

エ　性能試験 

供用開始後、市の立会いのもと排ガス等の検査を実施し、検査結果を市に報告

すること。なお、排ガス等の検査は、計量法等関係法令に基づく登録・認定を有す

る機関で行うこと。計量法の計量証明を要する。 

 

（ア）　基本条件 

・　火葬炉設備事業者は、市と協議のうえ、性能に関する試験の方法、時期

等を記載した性能試験実施計画書を作成すること。 

・　火葬炉設備事業者は、性能試験実施計画書に基づき試験を実施し、その

結果を報告書として市に提出すること。 

・　試験項目ごとの測定方法、分析方法等は関係法令及び規格等に基づい

て実施すること。 

 

（イ）　着工前調査 

・　着工前に、現況を把握するため、敷地境界において、大気、悪臭、騒音、

振動の測定を行うこと。 

なお、調査方法は、「性能試験の項目及び手法（P13・P14）」に基づき実

施すること。 

・　測定地点及び時期は、市と協議して決定すること。 
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（ウ）　供用開始後性能試験 

・　火葬能力（火葬時間・冷却時間・回数等）、及び排気ガス性能（大気、

排ガス、悪臭、騒音、振動）の測定を行うこと。 

・　排ガス、悪臭のうち排気筒での値が定められているものについては、各

排気系列運転時に実施し、全系列にて行うこと。 

・　騒音、振動の測定は、全炉運転（空運転）時に行うことを基本とし、時

期については市と協議して決定すること。 

・　性能試験中に周辺住民等から苦情が発生した場合には、速やかに原因

を特定し、対策を講ずること。 

・　火葬炉設備事業者が作成する性能試験実施要領に基づき、供用開始後

に実施すること。市と提出時期等を協議のうえ、当該性能試験結果報告書

を提出すること。 

 

オ　材料及び機器の選定 

・　本設備に使用する材料及び機器は、本要求水準を満たし、目的達成に必要な能

力、規模を有するものを火葬炉設備事業者により検討したうえで、最適なもの

を選定すること。 

・　使用材料及び機器は、すべてそれぞれの用途に適合した欠陥のない製品で、す

べて新品とする。また、日本工業規格（JIS）、電気学会電気規格調査会標準規格

（JEC 規格）、日本電機工業会規格（JEM 規格）に規格が定められているものは、

これらの規格品を使用すること。 

・　使用材料及び機器は、過去の実績、公的機関の試験成績等を十分検討のうえ、

選定し、できる限り汎用品を用いること。 

・　高温部に使用される材料は、耐熱性に優れていること。 

・　腐食性環境で使用する材料は、耐蝕性に優れていること。 

・　磨耗の恐れのある環境で使用する材料は、耐磨耗性に優れていること。 

・　屋外で使用されるものは、対候性に優れていること。 

・　駆動部を擁する機器は、低騒音、低振動性に優れていること。 

 

カ　保証事項 

・　本施設に採用する設備、装置及び機器類は、必要な能力と規模を有し、管理運

営経費の節減を十分考慮したものでなければならない。 

・　「排気ガス濃度」「悪臭物質濃度」に係る公害防止基準を順守すること。なお、

本要求水準書等に明記されていないものであっても、本要求水準達成及び性能

を発揮するために必要な設備等は、火葬炉設備事業者の負担で整備すること。 

 

キ　保証期間 

・　保証期間は、引渡し後２年間とする。なお、引渡し後、１年目及び保証期間終

了前に市立会のもと、点検を実施すること。・保証期間終了の３か月前に、市と

協議の上「保証期間終了前の点検実施計画書」を作成すること。計画書には、機

器類の作動状況の確認・記録方法、排ガスの性能試験・点検方法等を記載し、計

画書に基づき受注者の費用負担において実施すること。 

・　１年目点検及び保証期間終了前点検において確認された不具合等については、

市と協議の上、原則受注者の費用負担において対応すること。なお、炉内及び炉

内台車の耐火物の劣化等についても受注者負担にて修繕・更新すること。  
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（ア）　排ガス濃度（排気塔出口） 

排ガスについては、次に掲げる上限値以下とする。 

 

＜１排気筒の上限値＞ 

　※　上限値は、酸素濃度 12％換算値（１工程の平均値）とする。  

 
規制物質 上限値

 
ばいじん 0.01g／N㎥

 
硫黄酸化物 30ppm

 
窒素酸化物 250ppm

 
塩化水素 50ppm（副葬品抑制）

 
一酸化炭素 30ppm

 
ダイオキシン類濃度 1.0ng-TEQ／N㎥
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（イ）　悪臭物質濃度（排気塔出口） 

 

 

 
規制物質 上限値

 
アンモニア 1ppm以下

 
メチルメルカプタン 0.002ppm以下

 
硫化水素 0.02ppm以下

 
硫化メチル 0.01ppm以下

 
二硫化メチル 0.009ppm以下

 
トリメチルアミン 0.005ppm以下

 
アセトアルデヒド 0.05ppm以下

 
プロピオンアルデヒド 0.05ppm以下

 
ノルマルブチルアルデヒド 0.009ppm以下

 
イソブチルアルデヒド 0.02ppm以下

 
ノルマルバレルアルデヒド 0.009ppm以下

 
イソバレルアルデヒド 0.003ppm以下

 
イソブタノール 0.9ppm以下

 
酢酸エチル 3ppm以下

 
メチルイソブチルケトン 1ppm以下

 
トルエン 10ppm以下

 
スチレン 0.4ppm以下

 
キシレン lppm以下

 
プロピオン酸 0.03ppm以下

 
ノルマル酪酸 0.001ppm以下

 
ノルマル吉草酸 0.0009ppm以下

 
イソ吉草酸 0.001ppm以下
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■　性能試験の項目及び手法 

 

 

 
法令

調査対象となる 

要因
調査項目 調査方法

調査時期 

・頻度
調査地点

 

大気 ばい煙の排出

ダイオキシ

ン類

「ダイオキシン類

に係る大気環境調

査マニュアル」（平成

13年８月環境省）の基

づく方法により測定

着⼯前及び

稼働後

敷地境界 

４地点

 

浮遊性粒子

状物質

「大気の汚染に係

る環境基準につい

て」（昭和48年５月環

境庁告示第25号）に

より測定
 

二酸化硫黄

「大気の汚染に係

る環境基準につい

て」（昭和48年５月環

境庁告示第25号）に

より測定
 

二酸化窒素

「二酸化窒素に係

る環境基準につい

て」（昭和53年７月環

境庁告示第38号）に

より測定
 

塩化水素

大気汚染物質測定法

指針（昭和62年環境

庁）固体捕集－イオ

ンクロマトグラフ法
 

一酸化炭素

「一酸化炭素に係

る環境基準につい

て」（昭和45年２月環

境庁告示第38号）に

より測定
 

ダイオキシ

ン類

ダイオキシン類対

策特別措置法施行

規則（平成11年総理

府令第67号）により

測定

稼働後 各排気筒出口
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【注記】 

・　関係機関と協議の上、必要に応じて必要な項目を実施すること。 

・　「着工前」とは、建設工事着工前に分析結果が出る時期を目途とし、市と協議の上実

施時期決定すること。 

・　「稼働後」とは、供用開始後の２週間程度の時期を目途とし、市と協議の上実施時期

決定すること。 

・　調査地点その他について、事前に「性能試験計画書」を提出し、市の確認を得たうえ

で実施すること。 

 

⑵　設備機能の確保 
ア　適用範囲 

要求水準書は、設備の基本的内容について定めるものであり、要求水準書に明

記されていない事項であっても、施設の目的達成及び施設機能の確保のために必

要な設備機器、又は工事の性質上必要と思われるものについては、記載の有無に

かかわらず受注者の責任と負担において全て完備すること。 

 

イ　疑義 

受注者は、設計中又は工事施工中に疑義が生じた場合には、その都度書面にて

発注者と協議し、その指示に従うとともに協議記録を提出すること。 

 

ウ　変更 

・　設備の実施設計は、原則として要求水準書及び受注者がプロポーザルにて提

出した技術提案書による。ただし、発注者の指示等により変更を行う場合はこ

の限りではない。 

 

大気 ばい煙の排出

浮遊性粒子

状物質
大気汚染防止法施行

規則（昭和46年厚生

省商産業省第１号）

により測定

稼働後 各排気筒出口

 二酸化硫黄

 二酸化窒素

 塩化水素

 一酸化炭素

 

悪臭
施設からの 

悪臭漏洩
臭気指数

「臭気指数及び臭

気排出強度の算定

の方法」（平成７年９

月環境省告示第63号）

により測定
着⼯前及び 

稼働後

敷地境界 

４地点

 

騒音 機械等の稼働 騒音

IS Z 8731「環境騒音

の表示・測定方法」に

基づき測定 敷地境界 

４地点  

振動 機械等の稼働 振動

JIS Z 8735「振動レ

ベル測定方法」に基

づき測定
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・　受注者からの仕様変更等、提案により要求水準書と同等以上の性能が確保さ

れる場合は、発注者の指示又は承諾を得た上で変更することができる。 

なお、発注者の指示による変更の場合には、費用負担について協議を行う。 

・　実施設計期間中、技術提案書の中で要求水準書に適合しない箇所が発見され

た場合又は設備の機能を全うすることができない箇所が発見された場合は、技

術提案書に対する改善変更を受注者の負担において行うこと。 

・　実施設計完了後、設計図書中に要求水準書に適合しない箇所が発見された場

合又は設備の機能を全うすることができない箇所が発見された場合は、発注者

の承諾を得て受注者の責任と負担において設計図書に対する改善・変更を行う

こと。 

・　その他、変更の必要が生じた場合は、発注者と受注者で協議を行う。 

 

エ　性能と規模の要件 

採用する設備、装置及び機器類は、施設の目的達成のために必要な性能と規模

を有し、かつ補修が容易で長期使用に耐えるよう管理的経費の節減を十分考慮し

たものとすること。なお、主な機器類の設計時の設定耐用年数は、以下のとおりと

する。 

・　火葬炉設備全体：20 年とする（主燃焼炉及び再燃焼炉の耐火物等消耗部材、

バーナコンバスター、熱電対、火葬用炉内台車及びバッテリー等の消耗品を除

く）。ただし、火葬炉本体、排ガス処理装置等のケーシング類は 35年とする。 

 

⑶　機械設備 
ア　共通事項 

（ア）　一般事項 

・　設備の保全及び日常点検に必要な歩廊、階段、柵、手摺、架台等を適切

な場所に設けること。なお、作業能率、安全性を十分考慮した構造とする

こと。 

・　機器配置の際は、点検、整備、修理などの作業が安全に行えるよう、周

囲に十分な空間と通路を確保すること。 

・　高所にある設備の点検・清掃等については、安全な作業姿勢を可能とす

る作業台を設けること。 

・　騒音、振動を発生する機器は、防音、防振対策を講ずること。 

・　回転部分、運転部分及び突起部分には、保護カバーを設けること。 

 

（イ）　歩廊、作業床、階段工事 

・　廊下は段差を設けないものとし、障害物が避けられない場合は踏み台

等を設けること。 

・　手摺又はガード等を設け転落防止策を講じること。 

・　歩廊は、関係法令に基づき２方向避難等を確保すること。 

・　階段の傾斜角は 45 度以下とし、蹴上及び踏面は、統一するなど、メン

テナンス時の安全性に配慮した仕様とすること。 

 

（ウ）　配管工事 

・　使用材料及び口径は、使用目的に最適な仕様のものを選定すること。 

・　要所に防振継手を使用し、耐震性を考慮すること。 
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・　バルブ類は、定常時の設定（例：常時開）を明示すること。 

・　配管等は、各流体名と流動方向を表示すること。 

 

（エ）　保温・断熱工事 

・　火葬炉設備の性能保持及び作業時の安全・環境を確保するため、必要な

箇所に保温断熱工事を行うこと。 

・　使用箇所に適した材料を選定すること。 

・　高温となる機器類は、断熱被覆及び危険表示等の必要な措置を講じる

こと。 

・　ケーシング表面温度は、50℃以下となるよう施工すること。 

 

（オ）　塗装工事 

・　機材及び装置は、原則として現場搬入前に錆止め塗装をしておくこと。 

・　塗装部は、汚れや付着物の除去、化学処理等の素地調整を十分行うこと。 

・　塗装材は、塗装箇所に応じ耐熱性、耐蝕性、耐候性等を考慮すること。 

・　塗装仕上げは、原則として錆止め補修後中塗り１回、上塗り１回とする

こと。 

・　機器類は、原則として本体に機器名を表示すること。 

 

（カ）　その他 

・　業務に支障が生じないよう、自動操作の機器は手動操作への切替えが

可能であること。 

・　火葬中の停電時においても、安全かつ迅速に機器の復旧が可能である

こと。 

・　将来の火葬炉の更新を考慮した機器配置とすること。 

・　本設備は、災害時において、人の安全や機能確保が図られるよう施工す

ること。 

・　設備の運転管理に必要な点検口、試験口及び掃除口を適切な位置に設

けること。 

 

イ　燃焼設備 

（ア）　主燃焼炉 

・　ケーシングは、鋼板製とし、隙間から外気の進入がない構造とすること。 

・　炉の構造材は、使用箇所に応じた特性及び十分な耐久性を有すること。 

 形　式 台車式

 
数　量

人体炉３炉 

※　将来１炉増設予定
 炉内温度 800℃～950℃

 

炉内圧

［　　　］Pa 

※以降［　　　］内はメーカー仕様とし、提案

時に記載すること。
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・　炉の構造は、柩の収容、焼骨の取り出しが容易で、耐熱性、気密性を十

分に保持できるものとし、運転操作性、燃焼効率が高いもので維持管理面

を考慮すること。 

・　デレッキ操作を行わずに所定の時間内に火葬を行える設備とすること。 

・　不完全燃焼がなく、焼骨が人の形を残したうえで遺族に対面できるよ

うにすることを考慮し、炉内温度を設定・調整すること。 

・　省力化を考慮し、自動化を図るとともに容易に操作が行える設備とす

ること。 

・　炉内清掃及び点検が容易な設備とすること。 

 

（イ）　断熱扉 

・　堅牢で開閉操作が容易であり、かつ断熱性、気密性が保持できる構造と

すること。 

・　開閉装置故障の際には手動で開閉が可能であること。 

 

（ウ）　炉内台車 

・　柩の収容、焼骨の取り出しが容易で、運転操作性、燃焼効率が高いもの

とすること。 

・　十分な耐久性を有し、汚汁の浸透等による臭気発散がない構造とする

こと。 

・　台車表面は、目地無しの一体構造とするなどメンテナンス性を考慮す

ること。 

・　六価クロム対策を講ずること。 

 

（エ）　炉内台車移動装置 

・　安全性、操作性に優れた構造とすること。 

・　炉内台車を前室及び主燃焼炉内に安全に移動が可能であること。 

・　故障時においても、手動に切り替えて運転、操作できる構造とすること。 

・　主燃焼炉内への空気の侵入を防止できる構造とすること。  

 数　量 ３面

 数　量 ３台以上（予備は適宜設置）

 付属品 予備台車保管用架台等　必要なもの一式

 型　式 ［　　　］

 数　量 ３台

 付属品 必要なもの一式

 形　式 ［　　　］
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（オ）　再燃焼炉 

・　燃焼効率が高く、ばい煙、臭気の除去及びダイオキシン類の分解に必要

な滞留時間と燃焼温度を有すること。 

・　火葬開始時から、ばい煙、臭気の除去及びダイオキシン類の分解に必要

な性能を有すること。 

・　混合、攪拌燃焼が効果的に行われる炉内構造とすること。 

・　最大排ガス量（主燃焼炉排ガス量＋再燃焼炉発生ガス量）排出時におい

て 1.0 秒以上の滞留時間を確保できるとともに混合攪拌が効果的に行わ

れる構造とすること。 

・　炉内圧力は、経済性も含め、運転に支障のないものとすること。 

 

（カ）　燃焼装置 

ａ　主燃焼炉用バーナ 

・　火葬に適した性能を有し、安全確実な着火と安定燃焼が可能である

こと。 

・　低騒音で安全性が高いこと。 

・　難燃部に火炎照射が可能であること。 

・　燃焼量、火炎形状及び傾動の調整が可能であること。 

 

ｂ　再燃焼炉用バーナ 

 形　式 主燃焼炉直上式

 
数　量

３炉 

（将来１炉増設予定）
 炉内温度 800℃～950℃

 炉内圧 ［　　　］Pa

 数　量 ３基

 燃　料 灯油

 着火方式 自動着火方式

 
傾動方式

電動式（故障時に手動で傾動が可能なこと） 

※　メーカー標準仕様による
 操作方式 自動制御（手動への切り替えができること）

 
付属品

着火装置、火災監視装置、燃焼制御装置、その他

必要なもの一式

 数　量 ３基

 燃　料 灯油

 着火方式 自動着火方式

 操作方式 自動制御（手動への切り替えができること）

 
付属品

着火装置、火災監視装置、燃焼制御装置、その他

必要なもの一式
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・　炉内の温度制御が可能で、排ガスとの混合接触が十分に行えること。 

・　安全確実な着火と安定した燃焼が可能であること。 

・　低騒音で安全性が高いこと。 

・　燃焼量及び火炎形状の調整が可能であること。 

 

ｃ　燃焼用空気送風機 

・　容量は、運転に支障がないよう余裕があり、安定制御が可能であるこ

と。 

・　低騒音、低振動とすること。 

 

ウ　通風設備 

（ア）　排風機 

・　容量は、運転に支障がないよう風量、風圧に余裕を持たせること。 

・　排ガスに対して耐熱性、耐蝕性を有すること。 

・　低騒音、低振動であること。 

 

（イ）　炉内圧力制御装置 

・　炉内圧力の変動に対する応答が早く、安定した制御が可能であること。 

・　炉内を適切な負圧に維持できること。 

・　炉内圧力の制御は、炉単位で独立して行うこと。 

・　高温部で使用する部材は、十分な耐久性を有する材料のものを選定す

ること。 

・　点検、補修、交換が容易に行えるよう考慮すること。 

 

（ウ）　煙道 

・　冷却装置、集じん装置、排気筒を除く排ガスの経路とする。 

・　ダストの堆積がない構造とすること。 

・　内部の点検、補修が容易となる構造とし、適所に点検口を設けること。 

・　熱による伸縮を考慮した構造とすること。 

 

 数　量 排気系列に応じた数量

 風量制御方式 バーナ特性に応じた制御方式

 形　式 ［　　　］

 電動機 ［　　　］kw

 数　量 排気系統数と同数

 形　式 ［　　　］

 電動機 ［　　　］kw

 容　量 ［　　　］㎥/min（at［　］℃）×［　］Pa

 
余裕率

最大必要風量に対し［　　　］％

 最大必要風圧に対し［　　　］％
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（エ）　排気筒 

・　騒音発生の防止と排ガスの大気拡散を考慮し、適切な排出速度とする

こと。 

・　台風や大雨における雨水等の侵入防止を考慮した適切な構造とするこ

と。 

・　耐振性、耐蝕性、耐熱性を有すること。 

・　排ガス及び臭気の測定作業を安全に行える位置に測定口と測定用の足

場を設けること。 

 

エ　排ガス冷却設備 

（ア）　排ガス冷却器 

・　再燃焼炉から排出される高温ガスを、指定温度に短時間で均一に降温

が可能な構造とすること。 

・　耐熱性及び耐蝕性にすぐれた材質とすること。 

・　温度制御方式は、自動制御とすること。 

・　冷却設備出口における排ガス温度は、200℃以下とすること。 

 

（イ）　排ガス冷却用送風機 

・　容量は、運転に支障なく余裕があり、安定制御できること。 

・　低騒音及び低振動とすること。 

 

 形　式 ［　　　］

 頂部高さ GL+［　　　］ｍ以下

 数　量 系統別に設置（メーカー仕様による）

 形　式 ［　　　］

 
温度範囲

入口ガス温度範囲［　　　］℃未満

 出口ガス温度範囲　200℃以下

 数　量 系統別に設置（メーカー仕様による）

 形　式 ［　　　］
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オ　排ガス処理設備 

（ア）　集じん装置 

・　排ガスに係る排出基準を遵守するため、集じん装置を設置すること。 

・　排ガスに係る排出基準は本要求水準書によること。 

・　処理排ガス量は、運転に支障がないよう余裕をとること。 

・　排ガスが偏流しない構造とすること。 

・　排ガスの結露による腐食やダストの固着が生じない材質・構造とする

こと。 

・　高温の排ガスを処理することから、耐熱性に優れたものとすること。 

・　捕集したダストは、自動で集じん装置外に排出され、その後、灰吸引装

置で集じん灰貯留部（専用容器）へ移送できる構造とすること。 

・　室内に集じん灰が飛散しない構造とすること。 

・　結露対策として、加温装置を設けること。 

・　ろ過面積、ろ過速度及び圧力損失は、運転に支障がないよう余裕を持た

せること。 

・　ランニングコストを考慮するとともに、保守点検が容易に行える構造

とすること。 

 

（イ）　集じん灰排出装置 

・　集じん装置で捕集した集じん灰を、室内に飛散させることなく集じん

灰貯留部（専用容器）へ自動で移送できる構造とすること。 

・　保守点検が容易に行える構造とし、適所に点検口を設けること。 

 

（ウ）　触媒装置 

 

 形　式 バグフィルター

 数　量 ２基

 処理風量 余裕率15％以上　［　　　］㎥N/h

 設計ガス温度 入口温度200℃以下

 ろ過面積 ［　　　］㎡

 ろ過速度 ［　　　］m/min

 バイパスダンパ 開閉所要時間［　　　］秒

 加温装置 ［　　　］kw以上

 形　式 ［　　　］

 数　量 排気系列数と同数

 充填量 

（容量）

火葬炉設備事業者の提案による。 

［　　　］㎥/h
 設計出口ダイオ

キシン類濃度
1.0ng-TEQ/N㎥以下
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・　触媒装置は、熱交換方式採用時であっても濃度基準の順守が可能であ

れば設置は必須としない。（同型火葬炉の排出ガス試験結果を提出し証明

すること） 

 

カ　付帯設備 

（ア）　炉前室 

・　遺族等の目に触れる部分は、尊厳性を損なわない材質及び仕上げとす

ること。 

・　遮音、断熱を考慮した構造とすること。 

・　炉内台車の清掃が容易に行える構造とすること。 

・　炉前化粧扉の開放時でも前室内の負圧を保持できること。 

 

（イ）　残骨灰、集じん灰吸引装置 

ａ　残骨灰用 

　・　円滑な運営に支障のない設備、数量を設置すること。 

 

ｂ　集じん灰用 

・　円滑な運営に支障のない設備、数量を設置すること。 

 

ｃ　吸引口 

・　台車、集じん装置等の清掃のため残骨灰用、集じん灰用を設けること。 

・　低騒音で、保守点検が容易に行える構造とすること。 

・　灰の搬出（灰排出装置から吸引装置へ）が、自動で行える整備をする

こと。 

 
数　量

３基（将来用１炉は、増設スペースのみを建築設

計で計画）
 

冷却時間

［　　　］ 

（炉内及び前室内での冷却により15分以内で収

骨可能な能力とする。）
 材　質 ［　　　］

 吸引装置 数量：１基

 
集じん装置

数量：サイクロン１基、バグフィルター１基 

払落し方式：自動

 
吸引装置 数量：１基

 
集じん装置

数量：バグフィルター１基 

払落し方式：自動

 

数　量

残骨灰用 

・前室用：３基 

集じん灰用・集じん装置用：２基
 材　質 ［　　　］

 付属品 吸引ホース、その他必要なもの一式
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・　炉内台車清掃室を別に設置する場合は、この別室にも吸引口を設け

ること。 

・　円滑な運営に支障のない設備、数量を設置すること。 

 

（ウ）　柩運搬車 

・　霊柩車から告別・収骨室まで柩を運搬し、さらに前室内の炉内台車上に

柩を安置するための専用台車とすること。 

・　電動走行式とするが、切替えにより容易に手動走行できる構造とする

こと。 

・　炉内台車上は、柩の安置が容易に行える装置を備えること。 

・　バッテリーは、一日の通常作業に支障がない容量とすること。 

 

（エ）　炉内台車運搬車（収骨及び炉内台車搬送用） 

・　炉内台車を運搬するための専用台車とすること。 

・　電動走行式とするが、切替えにより容易に手動走行できる構造とする

こと。 

・　耐久性を考慮して、各部材は十分な強度を持つこと。 

・　炉内台車の出入が自動で行える装置を備えること。 

・　バッテリーは、一日の通常作業に支障がない容量とすること。 

・　施設利用者が火傷する恐れがない構造とすること。 

・　柩運搬車と炉内台車運搬車を共用可能な場合は、兼用運搬台車での対

応を可能とする。 

 

（オ）　燃料供給設備 

・　各火葬、焼却ごとの燃料消費量が計測・記録・出力可能な装置を備える

こと。 

 

（カ）　非常用燃焼設備 

・　主燃焼バーナー等の故障により火葬が中断した際に、火葬を完了する

ために必要となる代替の燃焼装置であり、主燃焼炉を対象に使用する。 

 
形　式 電動走行式（充電器内蔵）

 
数　量 ２台以上

 
寸法・材質

炉及び柩の寸法に適し、耐久性・美観に優れた材

質とする。

 
形　式 電動走行式（充電器内蔵）

 
数　量 ２台以上

 
形　式 ［　　　］

 
数　量 １基

 
燃料タンク容量 ［　　　］Ⅼ

 
交換所要時間 ［　　　］分
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・　燃料タンク、燃焼バーナー等を備えた可搬式のユニット構造とするこ

と。 

・　常用の主燃焼用バーナーとの交換が短時間で容易に行える構造とする

こと。 

・　火葬完了までの時間（約 60 分）の継続使用が可能な仕様とすること。 

 

⑷　電気・計装設備 
ア　一般事項 

・　火葬炉設備に必要なすべての電気設備及び電気計装設備を整備すること。 

・　火葬炉設備の安定した運転、制御に必要な装置及び計器等を設けること。 

・　運転管理は、現場操作盤及び監視室で行うものとし、プロセス監視に必要な機

器、表示器、警報装置を具備すること。また、現場操作盤の操作が中央監視室よ

り優先されるシステムとすること。 

・　火葬炉設備で使用する電源は、動力用は三相 200V（60Hz）とする。 

・　火葬炉設備の更新等を考慮し、計画すること。 

・　計装項目は、次の「計器制御一覧表」の内容を参考に、詳細は火葬炉設備事業

者の提案とする。 
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表    計装制御一覧 

 

 区分 

 

監視項目

制御 中央監視制御 現場操作盤

 自動 

(主な制御対象装置)

手 

動

指示

表示

操

作
記録 警報

指示

表示

操 

作

警 

報

 
主燃焼 

ﾊﾞｰﾅ火炎
○ 燃焼ﾊﾞｰﾅ 〇 ○

※失火時、

手動切替

時

○ ○ ○

 
再燃焼 

ﾊﾞｰﾅ火炎
○ 燃焼ﾊﾞｰﾅ 〇 ○

※失火時、

手動切替

時

○ ○ ○

 主燃焼炉内温度 ○ 燃焼ﾊﾞｰﾅ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

 再燃焼炉内温度 ○ 燃焼ﾊﾞｰﾅ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

 再燃焼炉酸素濃度 ○ 送風機 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

 再燃焼炉排煙濃度 ○ 燃焼制御 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

 集じん装置 

入口温度
○ ﾊﾞｲﾊﾟｽﾀﾞﾝﾊﾟｰ ○ ○ ○

〇 

※ﾊﾞｲﾊﾟｽ時
○ ○ ○ ○

 主燃焼炉内圧 ○ 排ガス排出量 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

 集じん装置出入口圧 ○ 集じん装置洗浄 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

 運転状態表示 ○ ○ ○

 燃料消費量 各火葬炉 ○ ○ ○ ○

 
火葬炉 

稼働積算時間

各火葬炉の主燃

炉、再燃炉ごと
○

○ 

※ﾊﾞｰﾅ点火

時

○

 集じん装置 

稼働積算時間

各集じん装置ご

と
○

 燃料緊急遮断 

(地震感知含む)
○

燃料遮断装置 

(各火葬炉ごと)
○ ○ ○

※遮断弁

作動時
○ ○ ○ ○

 
火葬炉緊急停止

各火葬炉設備ご

と
○ ○ ○

※操作時
○ ○ ○ ○

 
残灰吸引圧

残灰吸引装置 

（各系統ごと）
○ ○ ○ ○ ○
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イ　機器仕様 

（ア）　一般事項 

・　配線は、エコ仕様とし、目的及び環境に適したものを使用すること。 

・　配線は、原則電線管に配線し、隠ぺい部は合成樹脂製可とう管、露出部

は、金属管を使用すること。 

・　ケーブル配線には、必要に応じ、ケーブルラックを使用すること。 

・　使用機器は、極力汎用品から選択するとともに、それぞれの機器が互換

性のある製品に統一すること。 

・　盤類は、搬入及び将来の更新等を十分考慮した形状、寸法とすること。 

・　盤類は、原則として防じん構造とすることとし、気候特性を考慮し「高

温対策（盤内冷却）」を講ずること。 

・　計装項目は、すべての機器の安全運転を確保することを目的として、表

示・操作・警報など必要充分な項目を設定すること。 

・　2.2kW 以上の電動機には電流計を設けること。 

・　各電動機には、原則として現場操作盤を設けること。 

・　電子機器は、停電時に異常が生じないようバッテリー等でバックアッ

プを行うこと。 

 

（イ）　動力制御盤 

・　形式は、鋼板製自立閉鎖型及び壁掛型を基本とすること。 

・　火葬炉設備事業者の判断により、適所に分割設置することも可とする。 

 

（ウ）　火葬炉現場操作盤 

ａ　内蔵機器 

 

ｂ　数量 

・　３面 

 

ｃ主要機能 

 

 

運転状態 

表示器

タッチパネル方式 

カラー液晶型とし、すべてのデータが表示される

とともに、すべての機器の手動操作がタッチパネ

ル上で行えること
 

その他の機器
操作機器一式、計装計器一式、常警報装置一式、

その他必要なもの一式
 

型　式 ［　　　］

 
数　量 各炉の運転状態の監視等に十分な数量

 タッチパネル式 

表示・操作機能
各機器の操作が手動で可能なもの

 
自己診断機能

インバータの動作、酸素濃度計の動作等のチェッ

クが可能なもの
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（エ）　中央監視制御盤 

・　火葬炉の運転状況が、系統別に集中監視できること。 

・　中央監視装置から各火葬炉の緊急停止等の操作が行えること。 

・　各火葬炉の計測データ、火葬開始・終了時間等を収集・バックアップし、

日報・月報・年報の帳票が作成可能で、その結果を印刷ができ、外部の記

憶装置に保存できること。なお、各計測データは、連続して記録すること。 

・　停電によるシステムへの障害の発生を防止するため、無停電電源装置

を設けてシステムの保護が行えるものとし、中央監視制御装置が機能し

ない場合でも、火葬が可能なシステムとすること。 

・　本制御盤の機能は、運営支援システムと相互に接続され、火葬開始・終

了時間や火葬の進行状態、故人名等の表示等のデータの共有化ができる

ものとするが、機能の一部は、燃焼制御装置等に含めてもかまわない。 

・　各種センサーの信号は、コンピューター等で収集できるものとするが、

センサーの設置位置については、火葬炉設備事業者の提案による。 

 

ａ　内蔵機器 

 

ｂ　数量 

・　各一式 

 

ｃ　主要機能 

・　計装項目は、以下の「計器制御一覧表」の内容を参考に、詳細は火葬

炉設備事業者の提案とする。 

 

（オ）　炉前操作盤（化粧扉開閉用） 

・　炉前化粧扉の操作機能及び運営支援システムの表示機能等を有するも

のとする。なお、故人名等の表示等のデータについては、運営支援システ

ムと共有化ができること。 

 
型　式 ［　　　］

 運転状態表示器、操作機器、計装計器、異常警報装置、燃焼管理装

置、データストレージ機器、その他必要なもの

 

運転状態 

表示機能

主要機器の動作状態、火葬時間、主燃炉温度、再

燃炉温度、炉内圧力、酸素濃度、炉出口ダンパー

開度、冷却器出口温度、バグフィルター差圧、排

風機出力、バイパスダンパー開閉等の表示機能
 プロセスデータ

及びトレンドの

収集・表示・記

録（保存）機能

運転状態表示機能に示す機能及び集じん装置ホ

ッパー温度のプロセスデータ及びトレンド

 
その他機能

故障表示及び記録機能、遠隔操作機能、運営支援

システムとの連携機能
 

カラー液晶
［　　　］台 

（32インチ以上、画面４分割機能付）
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（カ）　計装制御装置 

・　火葬炉の安定した運転・制御に必要な計装制御機器を設置すること。な

お、原則として火葬炉の運転・制御は火葬炉現場操作盤で行うこととする

が、中央監視室からも、監視・各種記録の他、機器遠隔操作ができること。 

 

⑸　その他の用具等 
ア　保守点検工具等 

・　火葬炉設備事業者は、必要な工具を納入し、納入工具リストを提出すること。 

 

イ　収骨用具 

・　収骨用具として、骨壷及び収骨箸を置く収骨台、その他必要なもの一式を整備

すること。 

 

ウ　その他必要なもの 

・　その他、火葬を行うに当たって必要な用具等については、火葬炉設備事業者の

責任において整備すること。 

 

３　運営支援システム整備要件 
⑴　概要 

本施設の円滑な運営・管理に必要な、運営支援システムを構築すること。 

・　火葬炉の稼働状況、告別・収骨室、待合室などの施設の利用状況等を統合的に

管理するシステムを構築すること。また会葬者及び職員が、この情報を施設内

各所の表示器で確認できるようにすること。 

・　現在の既設火葬場の火葬申し込み方法を確認した上で市と協議を行い、施設

の利用申し込みが行えるシステムを構築すること。 

 

⑵　機器構成及び仕様 
本システムの機器構成は、上記アを満たすもので、火葬炉設備事業者の提案とす

る。 

 

⑶　機能 
ア　操作機能 

次の操作機能を有すること。 

・　受付情報の登録、修正・各施設の運用状況の登録、修正 

・　施設の休止設定 

・　使用設備の手動変更 

・　自動制御機能の手動変更 

・　その他必要な機能 

 

 
機　能 化粧扉開閉、故人名、喪主等の表示等

 
数　量 ３面
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イ　自動制御機能 

・　各炉の制御情報（納棺可、着火、冷却中、冷却完了等）の受信、表示ができる

こと。 

・　各施設の運用状況表示は、次の例示を参考に火葬炉設備事業者の提案とする。 

 

・　利用申し込み状況や当日の受付情報（受付番号、受付時刻、故人名、性別、生

年月日、死亡年月日）の受信、表示は、次の例示を参考に火葬炉設備事業者の提

案とする。 

※　表示モニターの設置台数は、次のとおりとする。 

炉前表示（４台）、告別・収骨室表示（２台）、待合室表示（３台）、進行状況

表示（１台）、総合案内表示（１台） 

 

ウ　その他 

・　各種データの蓄積、統計処理、帳票類の作成・印刷等ができること。 

・　その他自動制御に必要な機能を有すること。 

・　システム故障時等の非常時の対応について提案すること。 

 

４　設計業務（火葬炉設備に関するものに限る） 
⑴　業務の対象 

各種関係法令を遵守し、本要求水準書、火葬炉設備工事設計業務等委託契約書（案）、

火葬炉設備工事請負契約書（案）、火葬炉設備事業者提案等に基づいた、本施設を整

備するために必要な一切の設計業務。 

 

⑵　業務計画書の提出 
火葬炉設備事業者は、設計業務着手前に詳細工程表を含む業務計画書を作成し、

市に提出して承認を得ること。なお、業務計画書には、責任者を配置した業務体制を

定め、明記すること。 

 

⑶　設計内容の協議等 
市は、火葬炉設備事業者に設計（基本設計、実施設計）の検討内容について、随時、

報告を求めることができる。設計は、契約時の要求水準書及び事業者提案等を基に、

市と十分に協議を行い、実施すること。 

 

 
火葬炉 着火、冷却中、冷却完了、納棺可等

 
待合室 待合中、清掃中、使用終了

 
告別・収骨室 収骨中、使用終了

 炉前表示 

告別・収骨室表

示・待合室表示

故人名

 

進行状況表示

故人名、性別、炉、告別・収骨室、待合室の利用

番号、火葬経過時間等各設備の利用状況（火葬炉、

待合室、告別・収骨室等の利用状況）
 

総合案内表示 故人名、炉、告別・収骨室、待合室の利用番号
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⑷　進捗状況の管理 
業務の進捗管理を火葬炉設備事業者の責任において実施すること。 

 

⑸　設計の変更について 

設計の変更に関する事項は、火葬炉設備工事設計業務等委託契約書（案）にて定め

る。 

 

⑹　業務の報告及び設計図書等の提出 
火葬炉設備事業者は、業務計画書に基づき定期的に市に対して設計業務の進捗状

況の説明及び報告を行うとともに、基本設計及び実施設計の終了時に、以下に示す

設計図書等（火葬炉設備に関するものに限る）を市に提出して承諾を得ること。な

お、市に対し設計図書に関する著作物の利用を許諾することとする。 

 

ア　基本設計終了時（令和８年度） 

（ア）　設計図 

（イ）　基本設計説明書 

（ウ）　基本設計説明書（概要版） 

（エ）　工程表 

（オ）　什器備品リスト及びカタログ 

（カ）　工事費概算書 

（キ）　セルフモニタリングチェックシート 

（ク）　見積関係資料 

（ケ）　関係官庁・関係機関届出等関係図書 

（コ）　その他必要資料 

 

イ　実施設計終了時（令和９年度） 

（ア）　設計業務完了届 

（イ）　設計図（縮小版含む） 

（ウ）　実施設計説明書 

（基本設計説明書を元に実施設計の結果を反映付加する。） 

（エ）　実施設計説明書（概要版） 

（オ）　工事費内訳書 

（カ）　数量調書 

（キ）　設計計算書 

（ク）　什器備品リスト及びカタログ 

（ケ）　セルフモニタリングチェックシート 

（コ）　その他必要資料 

 

⑺　留意事項 
・　火葬炉設備事業者は、火葬炉設備設計業務委託契約書（案）に基づき、着手届、

業務工程表、管理技術者等通知書等（業務計画書）を提出すること。 

・　基本設計は、単なる火葬炉設備の全体像を概略的に示す程度の業務とせず、実施

設計に移行した場合に各分野の業務が支障なく進めるために十分な内容とするこ

と。 
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・　基本設計において、主要な寸法、おさまり、材料、技術等の検討を十分に行い、

空間と機能のあり方に大きな影響を与える項目について、基本方針と解決策が盛

り込まれた内容とすること。 

・　基本設計完了後、設計内容が本要求水準書及び提案書に適合していることにつ

いて市の確認を受け、実施設計業務に移ること。 

・　実施設計は、工事の実施に必要かつ事業者が工事費内訳明細書を作成するため

に十分な内容とすること。 

・　工事費内訳明細書は、市が事業を執行するための官庁積算をするうえで、十分な

内容とすること。 

・　施設の管理運営を円滑に行うために必要な業務内容、職員の人員配置計画を提

案すること。 

・　本事業に必要な法的手続き等は、火葬炉設備事業者の責任により行う。 

 

５　火葬炉設備工事（火葬炉設備に関するものに限る） 
⑴　工事の対象 

各種関係法令等を遵守し、本要求水準書、火葬炉設備工事請負契約書（案）、設計

図書、火葬炉設備事業者提案等に基づいた、建設に係る一切の工事。 

 

⑵　基本要件 
・　整備期間中の建設工事に伴い、騒音、振動、悪臭、粉じんの発生、濁水の発生、

交通渋滞等、周辺生活環境及び既存葬祭場の事業活動に支障が生ずる恐れがない

よう必要な対策を講じ、工事説明会を実施すること。対象とする範囲及び実施す

る回数及び時期については市と協議すること。 

・　整備期間中に第三者に及ぼした損害は、火葬炉設備事業者が責任を負うものと

する。 

 

⑶　着工前の業務 
ア　準備調査等 

・　着工に先立ち、必要な準備調査等は、火葬炉設備事業者が行うこと。 

 

イ　書類の提出 

火葬炉設備事業者は以下の書類を作成し、市に提出すること。 

（ア）　工事実施体制  

（イ）　工事着工届  

（ウ）　現場代理人及び監理技術者届（経歴書を添付）  

（エ）　下請業者一覧表 

（ただし、着工後に契約したものについては随時提出すること） 

（オ）　仮設計画書  

（カ）　工事記録写真撮影計画書  

（キ）　主要施工計画書  

（ク）　主要資機材一覧表 （主要資材承諾願いを含む） 

（ケ）　施工体制台帳 

（ただし、着工後に契約したものについては、随時提出すること） 

（コ）　その他必要となる書類・データ類（ＣＤ－Ｒ） 
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⑷　整備期間中の留意事項 
ア　建設工事 

・　火葬炉設備事業者は、工事現場に工事記録を常に整備すること。 

・　火葬炉設備事業者は、週１回の定例（工程）会議を開催すること。なお、定例

会議は、建設事業者と共同で行うものとする。・発生した廃棄物等については、

法令等に定められたとおり適正に処理すること。 

・　発生した廃材等については、積極的に再資源化を図ること。 

・　道路等に損傷を与えないよう留意し、工事に際し汚損、破損した場合の補修及

び補償は、火葬炉設備事業者の負担において行うこと。 

・　整備期間中は、火災や地震等の災害に対する事前対応を実施し、万一火災、災

害等が発生した場合には、適切な事後対応を実施し、関係者の安全確保に努める

とともに、市の災害対策に必要な支援・協力を実施すること。 

・　本工事の週休２日について、沖縄県土木建築部「営繕における週休２日促進工

事実施要領」に基づき、実施すること。 

 

⑸　完成後の業務 
ア　検査及び完成確認 

検査及び完成確認は、本施設については、次の規定により実施する。 

（ア）　火葬炉設備事業者による完成検査 

・　火葬炉設備事業者は、本施設の完成検査及び機器・器具の試運転検査等

を実施すること。 

・　完成検査及び機器・器具の試運転検査等の実施について、事前に市に書

面で通知すること。 

・　市は、火葬炉設備事業者が実施する完成検査及び機器・器具の試運転検

査等に立会うことができる。 

・　火葬炉設備事業者は、市に対して完成検査、機器・器具の試運転検査等

の結果に関する書面の写しを添えて報告すること。 

 

（イ）　市監督員による完成確認 

・　市は、火葬炉設備事業者による完成検査、機器・器具の試運転検査等、

法令に基づく完成検査等の終了後、本施設について完成確認を実施する。 

・　市は、火葬炉設備事業者の立会いの下で、完成確認を実施する。 

・　市の完成確認は、市所定の監督員が行う。監督員については、名護市契

約規則(昭和 48 年８月 25 日規則第 19 号)第 34 条の規定及び名護市建設

工事執行規則（昭和 48 年８月 25日規則第 20 号）の規定による。 

 

（ウ）　市検査員による完成部分検査 

・　市は完成確認実施後、完成部分検査を実施する。ただし、稼働後性能試

験及び稼働準備業務は完成部分検査対象から除く。 

・　完成部分検査実施時期は、供用開始の準備に必要な期間及び稼働後性

能試験期間を考慮し、市と火葬炉設備事業者にて協議して決定する。 

・　完成部分検査合格後、火葬炉設備事業者は施設を市へ引渡すものとす

る。 
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（エ）　市検査員による完成検査 

・　市は、稼働後性能試験結果が要求水準書に定める性能を満足すること

が確認された後、完成検査を実施する。 

 

イ　完成図書の提出 

火葬炉設備事業者は、以下に示された完成図書を市に提出すること。 

完成図書等の提出については、引渡し前１ケ月の時点で提出し、市のチェック

バックを受け、修正の上最終的な納品とする事。 

（ア）　工事完了届  

（イ）　保証書、同一覧表  

（ウ）　鍵引渡し書（鍵番号一覧表共）  

（エ）　メーカーリスト（火葬炉設備版、什器・備品版）  

（オ）　設備機器仕様･規格･取扱説明一覧表  

（カ）　協力（下請）業者一覧表  

（キ）　官公庁関係書類、同一覧表  

（ク）　予備品リスト  

（ケ）　鍵（鍵番号一覧表付きキーボックス入り）  

（コ）　設備機器仕様書･規格書  

（サ）　取扱説明書  

（シ）　工事記録写真（工事用アルバム形式）  

（ス）　竣工写真（アルバム形式）  

（セ）　竣工図(火葬炉設備)  

（ソ）　データ類（ＣＤ－Ｒ）  

（タ）　保証書、設備台帳、試験成績報告書 

（チ）　その他維持管理等において必要となる図書 

（ツ）　その他必要となる書類 

※　上記の提出書類については、施設全体としてまとめるように建設事業者と調

整すること。 

 

⑹　各種申請及び資格者の配置 
・　工事に伴う許認可等の各種申請等は、火葬炉設備事業者の責任において行うこ

と。ただし、市は火葬炉設備事業者からの要請があった場合、必要に応じて資料提

供その他の協力を行う。 

・　工事に伴い必要となる有資格者は、関係法令等に則り適切に配置すること。 

 

６　工事監理業務（火葬炉設備に関するものに限る）  
・　火葬炉設備事業者は、「沖縄県土木建築部　建築工事監理業務委託共通仕様書」に

より、工事監理を行うこと。 

 

７　備品等整備業務 
・　火葬炉設備事業者は、設計業務の際に斎場運営で必要な備品等を提案すること。 
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８　施設に係る環境保全等対策業務（火葬炉設備に関するものに限る） 
⑴　基本要件 

火葬炉設備事業者は、自主的に環境への影響を把握・検討し、各種の必要とされる

環境基準等を満足する施設を整備すること。 

 

⑵　周辺生活環境の保全に係る基準 
本施設は、次の基準を遵守すること。なお、これらの基準が施設の稼働期間中遵守

されるよう、施設整備段階、運転支援及び性能試験業務段階で十分な性能確認を行

い整備すること。 

 

ア　悪臭に係る基準 

事業区域は、悪臭防止法に基づく規制地域で A 区域と指定され、悪臭原因物の

許容限度（臭気指数）は、15 と規制されているため、臭気濃度と併せ関係機関と

協議を行うこと。 

 

イ　騒音に係る基準 

稼働時の騒音規制値は次に掲げる規制値以下とする。また、事業区域は、騒音規

制法に基づく規制区域で第１種区域に該当するため、関係機関と協議を行うこと。 

規制値は以下のとおりとなる。 

＜騒音規制値＞ 

※１　朝　 ： 午前６時から午前８時まで 

※２　昼　 ： 午前８時から午後７時まで 

※３　夕　 ： 午後７時から午後９時まで 

※４　夜間 ： 午後９時から午前６時まで 

 

ウ　振動に係る基準 

稼働時の騒音振動規制値は次に掲げる規制値以下とする。また、事業区域は、振

動規制法に基づく規制区域で第１種区域に該当するため、関係機関と協議を行う

こと。 

 項　目 規制値

 

臭気

敷地境界 

（全炉稼働時）

臭気指数＝15

 臭気濃度＝10

 排出口 臭気濃度＝500

 項　目 規制値

 

騒音

作業室内
70dB（Ａ）（１炉稼働時）

 80dB（Ａ）（全炉稼働時）

 炉前ホール 60dB（Ａ）（全炉稼働時）

 

敷地境界 

（全炉稼働時）

朝　 ： 40dB 

昼　 ： 45dB 

夕　 ： 40dB 

夜間 ： 40dB
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＜振動規制値＞ 

※１　昼間：午前８時から午後７時まで 

※２　夜間：午後７時から午前８時まで 

 

エ　排出灰に係る基準（残骨灰・集じん灰） 

・　ダイオキシン類 ３ng-TEQ/g 以下 

 

オ　留意事項 

周辺生活環境の保全に係る基準については、火葬炉設備事業者において関係法

令等を確認すること。事業の実施にあたっては、周辺生活環境に支障が生ずる恐

れがないよう必要な対策を講ずること。 

 

９　整備事業に係る各種許認可等申請（火葬炉設備に関するものに限る） 
・　本事業を実施する上で、関係法令などで必要な許認可等申請は、火葬炉設備事業者

において本事業の実施に支障が生じないよう、適切に行うこと。 

・　火葬炉設備事業者は、市が本事業を実施するうえで必要な許認可等申請を行う場

合は、必要な協力を行うこと。 

 

10　稼働準備 

・　事業者は、施設の円滑な運営に必要な機器の運転管理及び取扱いについての稼働

計画書を作成すること。施設が支障なく稼働するよう、職員の研修等を含めた指導

を行うこと。 

・　指導にあたっては、炉数及び火葬件数を考慮し、十分な人員配置とすること。 

・　職員研修は、試運転及び供用開始後の実運転時に行うものとする。 

 

11　火葬炉設備の性能試験 

・　供用開始後の火葬炉設備に関し、「性能試験の項目及び手法（P13・P14）」に示した

各項目の計測・検査・分析を行い、結果を市へ提出すること。 

・　試験の実施にあたっては、性能試験実施計画書を事前に提出し、内容の承諾を得る

こと。 

 

12　本事業実施期間中の保険 

・　事業者は、工事目的物及び工事材料（支給材料を含む。）などを対象とする建設工

事保険（請負業者賠償責任保険、火災保険、組立保険等）に加入し、その証書の写し

を本市に提出すること。 

 

・　建設労災補償共済又はこれに準ずる共済、保険に加入し、契約後 14 日以内に加入

を証明する書類を提出すること。 

 

・　保険期間は、保険加入の日から工事目的物引渡しの日までとする。また、建設工事

保険等に必要な一切の費用は、事業者の負担とする。

 項　目 規制値

 
振動

敷地境界 

（全炉稼働時）

昼間 ： 60dB 

夜間 ： 55dB


